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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　洗濯洗剤又は洗浄組成物であって、次の一般式Ｉの両親媒性の水溶性アルコキシル化ポ
リアルキレンイミン：
【化１】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、同一の、又は異なる直鎖、又は分枝Ｃ２～Ｃ６－アルキレンラジカルであり；
　Ｂは、分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である
【化２】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、水素又はＣ１～Ｃ４－アルキルのいずれかから選択される同一の又は異なるラ
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ジカルであり；
　ｘは１であり、ｙ及びｚはそれぞれ、２～１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコ
キシル化前のポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ３００～１０，０００に相当するア
ルキレンイミン単位の数を表し；
　ｍは、０～２までの有理数であり；
　ｎは、６～１８までの有理数であり；
　ｐは、３～１２までの有理数であり、０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある；及びこれらの四級化生成物を含む、洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項２】
　一般式Ｉが、
【化３】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、エチレンであり；
　Ｂは、分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である
【化４】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、水素であり；
　ｘは１であり、ｙ及びｚはそれぞれ、２～１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコ
キシル化前のポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ５００～７５００に相当するアルキ
レンイミン単位の数を表し；
　ｍは、０であり；
　ｎは、７～１５までの有理数であり；
　ｐは、４～１０までの有理数であり、０．９≦ｎ／ｐ≦０．８（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある、請求項１に記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項３】
　前記洗濯洗剤、又は洗浄組成物が、液体洗濯洗剤組成物類、固形洗濯洗剤組成物類、硬
質表面洗浄組成物類、液体食器手洗い組成物類、固形自動食器洗い組成物類、液体自動食
器洗い及びタブ／一回用量型の自動食器洗い組成物類から成る群より選択される、請求項
１又は２に記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項４】
　前記洗剤又は組成物が、当該洗剤、又は組成物の０．０５～１０重量％の両親媒性の水
溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミンを含む、請求項１～３のいずれか１項に記載の
洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項５】
　前記洗剤又は組成物が界面活性剤系を更に含む、請求項１～４のいずれか１項に記載の
洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項６】
　前記界面活性剤系がＣ１０～Ｃ１５アルキルベンゼンスルホネート類を含む、請求項５
に記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項７】
　前記界面活性剤系がＣ８～Ｃ１８直鎖アルキルスルホネート界面活性剤を含む、請求項
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【請求項８】
　前記界面活性剤系が、非イオン性界面活性剤類、カチオン性界面活性剤類、アニオン性
界面活性剤類、並びにこれらの混合物から成る群より選択される１つ以上の補助界面活性
剤を更に含む、請求項６又は７に記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項９】
　前記洗剤、又は組成物が洗浄補助添加物類を更に含む、請求項１～８のいずれか１項に
記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の洗濯洗剤、又は洗浄組成物と、前記洗剤又は組成
物を含浸させた不織布基材と、を含む、洗浄用具。
【請求項１１】
　次の一般式Ｉの両親媒性の水溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミン：
【化５】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、同一の、又は異なる直鎖、又は分枝Ｃ２～Ｃ６－アルキレンラジカルであり；
　Ｂは分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である

【化６】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、水素、又はＣ１～Ｃ４－アルキルのいずれかから選択される同一の、又は異な
るラジカルであり；
　ｘは１であり、ｙ及びｚはそれぞれ、２～１５０であって；ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコ
キシル化前のポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ３００～１０，０００に相当するア
ルキレンイミン単位の数を表し；
　ｍは、０～２までの有理数であり；
　ｎは、６～１８までの有理数であり；
　ｐは、３～１２までの有理数であり；０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある；及びこれらの四級化生成物の、
　洗濯洗剤類、及び洗浄組成物類への汚れ放出促進添加物としての使用。
【請求項１２】
　一般式Ｉが、
【化７】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、エチレンであり；
　Ｂは、分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である
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【化８】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、水素であり；
　ｘは１であり、ｙ及びｚはそれぞれ、２～１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコ
キシル化前のポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ５００～７５００に相当するアルキ
レンイミン単位の数を表し；
　ｍは、０であり；
　ｎは、７～１５までの有理数であり；
　ｐは、４～１０までの有理数であり、０．９≦ｎ／ｐ≦０．８（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある、請求項１１に記載の使用。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の参照）
　本特許出願は、２００５年４月１５日に出願された米国仮出願番号６０／６７１，４９
３の利益を主張する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００２】
　本発明は、内側のポリエチレンオキシドブロックと外側のポリプロピレンオキシドブロ
ックとを有する両親媒性の水溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミン類を含有する洗濯
組成物類及び洗浄組成物類を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　次の一般式Ｉの両親媒性の水溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミン：
【化１】

　（前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、同一の又は異なる、直鎖又は分枝Ｃ２～Ｃ６－アルキレンラジカルであり；Ｂは
分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である

【化２】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン、及び／又は１，２－イソブチレンで
あり；Ｒ２は、エチレンであり；Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；Ｒ４は、同一の、
又は異なるラジカル：水素；Ｃ１～Ｃ４－アルキルであり；Ｘ、Ｙ、Ｚはそれぞれ、２～
１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコキシル化前のポリアルキレンイミンの平均分
子量Ｍｗ３００～１００００に相当するアルキレンイミン単位の数を表し；ｍは、０～２
までの有理数であり；ｎは、６～１８までの有理数であり；ｐは、３～１２までの有理数
であり、０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２である；及びこれらの四級化生成
物を含む、洗濯洗剤又は洗浄組成物。
【発明を実施するための最良の形態】
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【０００４】
　本発明は、次の一般式Ｉの新規の両親媒性の水溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミ
ン類：
【化３】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、同一の又は異なる、直鎖又は分枝Ｃ２～Ｃ６－アルキレンラジカルであり；
　Ｂは、分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である
【化４】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、同一の又は異なるラジカル：水素；Ｃ１～Ｃ４－アルキル（-alkcyl）であり
；
　Ｘ、Ｙ、Ｚはそれぞれ、２～１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコキシル化前の
ポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ３００～１００００に相当するアルキレンイミン
単位の数を表し；
　ｍは、０～２までの有理数であり；
　ｎは、６～１８までの有理数であり；
　ｐは、３～１２までの有理数であり、０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある；
　及びこれらの四級化生成物に関する。
【０００５】
　本発明は、更に、洗濯洗剤類及び洗浄組成物類への汚れ放出促進添加物としてのこれら
アルコキシル化ポリアルキレンイミン類の使用、並びに前記アルコキシル化ポリアルキレ
ンイミン類を含む洗濯洗剤類及び洗浄組成物類にも関する。
【０００６】
　界面活性剤類に加えて、ポリマー類も、洗濯洗剤類及び洗浄組成物類用の汚れ放出促進
添加物として使用される。既知のポリマー類は、例えば粘土鉱物類、又はすすなどの汚れ
色素類の分散剤類として、また既に分離した汚れが再付着するのを防止する添加物として
非常に適している。だが、かかる分散剤類は、特に低温では油汚れを表面から除去するの
にほぼ無力である。
【０００７】
　ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／６７３５２号には、過酸化漂白剤類と相溶する疎水性汚
れ用の分散剤類が記載されており、これらは、洗浄した布地に洗浄過程で分離した油汚れ
が再付着するのを防止するとされており、そして内側のポリプロピレンオキシドブロック
と外側の明らかにより大きなポリエチレンオキシドブロックとを有する、アルコキシル化
ポリエチレンイミン類をベースとする。
【０００８】
　米国特許第５，５６５，１４５号には、非極性粒子状汚れ用の分散剤類として、窒素原
子に直接結合した活性なＮＨ基につきプロピレンオキシド単位を４個まで含有していてよ
い非荷電のアルコキシル化ポリエチレンイミン類が紹介されている。また一方、専らエト
キシル化されるか又は多くても初期にプロポキシル化される、すなわち、ＮＨ基につき１
モル以下のプロピレンオキシド、ポリエチレンイミン類が好ましく、そして例として示さ
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【０００９】
　これらアルコキシル化ポリエチレンイミン類はまた、親水性の汚れ色素類には良好な分
散剤類であるが、油シミの場合には満足のいく洗浄結果を示さない。
【００１０】
　内側のポリエチレンオキシドブロックと外側のポリプロピレンオキシドブロックとを有
するポリエチレンイミン類も、洗濯洗剤類又は洗浄組成物類において使用されている。
【００１１】
　米国特許第４，０７６，４９７号には、初めにエトキシル化し、そして次にプロポキシ
ル化したポリエチレンイミン類であって、活性なＮＨ基１モルにつき少なくとも１５モル
のプロピレンオキシドを包含する合計３０モルのアルキレンオキシドと反応させたポリエ
チレンイミン類の、分散染料によるポリエステル及びセルロース線維の染色用の助剤とし
ての使用が開示されている。しかしながら、本発明のポリアルキレンイミン類のアルキレ
ンオキシ鎖は多くても１２個のプロピレンオキシ単位を含有する。
【００１２】
　ドイツ特許第２，２２７，５４６号には、前記とは逆のアルキレンオキシド配列を有す
るポリエチレンイミン類に加えて、初めにエトキシル化し、そして次にプロポキシル化し
たポリエチレンイミン類も、原油エマルション用のブレーカーとして記載されている。し
かしながら、本発明のポリアルキレンイミン類と比較すると、これらポリエチレンイミン
類は、アルコキシル化可能なＮＨ基１モルにつき少なくとも１０５モルのアルキレンオキ
シドという高すぎる合計アルコキシル化度と、プロピレンオキシド対エチレンオキシドが
１．９～４：１の高すぎるモル比（又は逆にエチレンオキシド対プロピレンオキシドが０
．５３～０．２５までの小さすぎるモル比）を有する。
【００１３】
　特開２００３－０２０５８５には、脱インキプロセスにおけるアルコキシル化ポリエチ
レンイミン類の使用が記載されている。好ましくは専らエトキシル化されるか、あるいは
最初にエトキシル化された後でエチレンオキシド／プロピレンオキシド混合物で無作為に
アルコキシル化されるポリエチレンイミン類に加えて、平均分子量Ｍｗ６００のポリエチ
レンイミンをベースとする生成物であって、アルコキシル化可能なＮＨ基１モルにつき、
最初に１００モルのエチレンオキシドと、そして次に１００モルのプロピレンオキシドと
反応させ、それ故に前記発明のポリエチレンイミン類の場合よりも非常に大量のアルキレ
ンオキシドと同様に反応させた生成物も開示されている。
【００１４】
　最後に、欧州特許第３５９０３４号には、ポリアルキレンオキシドブロック類を含む少
なくとも２個のポリエチレンイミン類をベースとする非水性顔料分散体類を調製及び安定
化するための助剤類が開示されている。高級アルキレンオキシドの外側ブロックを有する
ポリエチレンイミン類を使用する場合、それらは、常に最初にエトキシル化し、そして次
にブトキシル化した化合物類であって、それらのうち幾つかは、小さな中間体ポリプロピ
レンオキシドブロックを含有する。内側のポリエチレンオキシドブロックと外側のポリプ
ロピレンオキシドブロックとを有するポリエチレンイミン類は、必ず付加的に、活性なＮ
Ｈ基１モルにつき少なくとも１モルのα－オレフム（a-olefm）オキシド（α－Ｃ１２／
Ｃ１４－、Ｃ１６／Ｃ１８－、又はＣ２０～Ｃ２８－オレフィンオキシド）と反応させる
。
【００１５】
　本発明の目的は、油汚れを布地や硬質表面類から除去するための洗濯洗剤類及び洗浄組
成物類への添加剤として好適なポリマー類を提供することである。特に、前記ポリマー類
はまた、低い洗浄温度でも良好な油汚れ分離作用を示さねばならない。
【００１６】
　従って、次の一般式Ｉの両親媒性の水溶性アルコキシル化ポリアルキレンイミン類：
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【化５】

　前記式中、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒは、同一の、又は異なる直鎖、又は分枝Ｃ２～Ｃ６－アルキレンラジカルであり；
　Ｂは分枝であり；
　Ｅは、次の式のアルキレンオキシ単位である

【化６】

　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン及び／又は１，２－イソブチレンであ
り；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、同一の又は異なるラジカル：水素；Ｃ１～Ｃ４－アルキルであり；
　Ｘ、Ｙ、Ｚはそれぞれ、２～１５０であって、ｘ＋ｙ＋ｚの和は、アルコキシル化前の
ポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗ３００～１００００に相当するアルキレンイミン
単位の数を表し；
　ｍは、０～２までの有理数であり；
　ｎは、６～１８までの有理数であり；
　ｐは、３～１２までの有理数であって、０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２

である；
　及びこれらの四級化生成物が見出された。
【００１７】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類の重要な特性は、その両親媒性であり
、すなわちそれらは、疎水性構造要素と親水性構造要素とのバランスの取れた比を有し、
それ故に、第一に、油汚れを吸着し、並びにそれらを界面活性剤、洗濯洗剤類及び洗浄組
成物類の残りの洗浄構成成分と合わせて除去するのに十分に疎水性であるが、第二に、分
離した油汚れを洗濯及び洗浄液内に閉じ込めて、表面に再付着するのを防止するのに十分
に親水性でもある。
【００１８】
　この効果は、内側のポリエチレンオキシドブロックと外側のポリプロピレンオキシドブ
ロックを有するアルコキシル化ポリアルキレンイミン類によって達成され、エトキシル化
度及びプロポキシル化度は、特定の限界値よりも高くも低くもなく、そしてそれらの比は
少なくとも０．８、及び経験的に見出された関係式ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２

による上限が、使用されるポリアルキレンイミンの分子量で決定される範囲内である。
【００１９】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、アルキレンラジカルＲで結合され
、かつランダムに配置された次の部分の形態である第一級、第二級、及び第三級アミンの
窒素原子を含む基本骨格を有する：
　－基本骨格の主鎖及び側鎖の末端にあり、かつその水素原子がその後、アルキレンオキ
シ単位で置換される、第一級アミノ部分：

【化７】

　－その水素原子が、その後、アルキレンオキシ単位で置換される、第二級アミノ部分：
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【化８】

　－主鎖及び側鎖を分枝する第三級アミノ部分：
【化９】

【００２０】
　アルキル化前の、ポリアルキレンイミンの平均分子量Ｍｗは３００～１００００である
。第一級、第二級及び第三級アミノ部分の繰り返し単位の和ｘ＋ｙ＋ｚは、前記分子量に
相当するアルキレンイミン単位の総数を表す。
【００２１】
　ポリアルキレンイミンの分子量Ｍｗは、好ましくは５００～７５００、より好ましくは
１０００～６０００である。
【００２２】
　アミンの窒素原子に結合するＲラジカルは、同一の、又は異なる直鎖又は分枝Ｃ２～Ｃ

６－アルキレンラジカルであってよい。好ましい分枝アルキレンは、１，２－プロピレン
である。特に好ましいアルキレンラジカルＲはエチレンである。
【００２３】
　ポリアルキレンイミン基本骨格の形成中に環化が起こり得るため、環状アミノ部分が基
本骨格内に少しばかり存在することも可能であり、そしてそれらは当然、非環状第一級及
び第二級アミノ部分と同じ方法でアルコキシル化される。
【００２４】
　ポリアルキレンイミン基本骨格の第一級及び第二級アミノ基の水素原子は、次の式のア
ルキレンオキシ単位で置換される
【化１０】

【００２５】
　この式において、変数記号はそれぞれ次のように定義される：
　Ｒ１は、１，２－プロピレン、１，２－ブチレン又は１，２－イソブチレン、好ましく
は１，２－プロピレンであり；
　Ｒ２は、エチレンであり；
　Ｒ３は、１，２－プロピレンであり；
　Ｒ４は、水素又はＣ１～Ｃ４－アルキル、好ましくは水素であり；
　ｍは、０～２までの有理数であり；ｍは、０でないときは、好ましくは約１であり；
　ｎは、６～１８までの有理数であり；
　ｐは、３～１２までの有理数であり、０．８≦ｎ／ｐ≦１．０（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２で
ある。
【００２６】
　ｎ及びｐは、好ましくは次のように定義される：
　ｎは、７～１５までの有理数であり；
　ｐは、４～１０までの有理数であって、０．９≦ｎ／ｐ≦０．８（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２

である。
【００２７】
　ｎ及びｐはそれぞれ、より好ましくは次のように定義される：
　ｎは、８～１２までの有理数であり；
　ｐは、５～８までの有理数であり、１．０≦ｎ／ｐ≦０．６（ｘ＋ｙ＋ｚ）１／２であ
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る。
【００２８】
　これらアルキレンオキシ単位の本質的な部分は、エチレンオキシ単位－（Ｒ２－Ｏ）ｎ

－及びプロピレンオキシ単位－（Ｒ３－Ｏ）ｐ－から形成される。
【００２９】
　アルキレンオキシ単位は、更に、プロピレンオキシ又はブチレンオキシ単位－（Ｒ１－
Ｏ）ｍ－を少ない割合で有していてもよく、すなわち、ポリアルキレンイミンは、最初に
、存在するＮＨ部分１モルにつき２モルまで、特に０．５～１．５モルまで、とりわけ０
．８～１．２モルまでの少量のプロピレンオキシド又はブチレンオキシドと反応させても
よい、すなわち、初期アルコキシル化。
【００３０】
　ポリアルキレンイミンのこの変性は、必要ならば、アルコキシル化中の反応混合物の粘
度を低下させることができる。しかしながら、前記変性は、アルコキシル化ポリアルキレ
ンイミンの性能特性には影響を及ぼさず、従って、好ましい基準を構成するものではない
。
【００３１】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、また、四級化されてもよい。好適
な四級化度は、５０％まで、特に５～４０％までである。四級化は、Ｃ１～Ｃ４－アルキ
ル基の導入によって好ましく達成され、また対応するアルキルハライド類及びジアルキル
スルフェート類との反応によって慣例通り行われてもよい。
【００３２】
　四級化は、アルコキシル化ポリアルキレンイミン類を、利用しようとする洗濯洗剤及び
洗浄組成物の特定の組成に調節するため、及び処方のより良好な相溶性及び／又は相安定
性を達成するために有利である場合がある。アルコキシル化ポリアルキレンイミン類は好
ましくは四級化されない。
【００３３】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、既知の方法で調製されてよい。
【００３４】
　１つの好ましい手順は、第１段階において、ポリアルキレンイミンの初期アルコキシル
化のみを最初に行うことから成る。
【００３５】
　この第一段階では、ポリアルキレンイミンは、使用されるエチレンオキシドの総量の一
部とのみ反応し、これは、ＮＨ部分１モルにつき約１モルのエチレンオキシドに相当し、
又はポリアルキレンイミンが最初に、ＮＨ部分１モルにつき２モルまでのプロピレンオキ
シド又はブチレンオキシドで変性されるときは、最初にここで１モルまでのこのアルキレ
ンオキシドとのみ反応する。
【００３６】
　この反応は、一般に、水溶液中に触媒が存在しないときに、７０～２００℃まで、好ま
しくは８０～１６０℃までにおいて、１ＭＰａ（１０ｂａｒ）まで、特に０．８ＭＰａ（
８ｂａｒ）までの圧力下で行われる。
【００３７】
　第二段階では、更なるアルコキシル化は、次いで、ｉ）残りの量のエチレンオキシドと
、又は第一段階で高級アルキレンオキシドによって変性する場合は、全エチレンオキシド
と、並びにｉｉ）プロピレンオキシドとの後続の反応により達成される。
【００３８】
　更なるアルコキシル化は、典型的には、塩基性触媒の存在下で行われる。好適な触媒類
の例は、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、及び水酸化カルシウムなどのアルカリ金属
水酸化物及びアルカリ土類金属水酸化物、アルカリ金属アルコキシド類、特にナトリウム
メトキシド、ナトリウムエトキシド、及びカリウムｔ－ブトキシドなどのナトリウム及び
カリウムＣ１～Ｃ４－アルコキシド、水素化ナトリウム及び水素化カルシウムなどのアル
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カリ金属水素化物及びアルカリ土類金属水素化物、並びに炭酸ナトリウム及び炭酸カリウ
ムなどのアルカリ金属炭酸塩である。アルカリ金属水酸化物類及びアルカリ金属アルコキ
シド類が好ましく、水酸化カリウム及び水酸化ナトリウムが特に好ましい。前記塩基に関
する典型的な使用量は、ポリアルキレンイミン及びアルキレンオキシドの総量に対して０
．０５～１０重量％、特に０．５～２重量％である。
【００３９】
　更なるアルコキシル化は、本質的に（変異型ａ）又は有機溶媒中で（変異型ｂ）行われ
てよい。以下に詳述される前記プロセス条件は、エトキシル化及びそれに続くプロポキシ
ル化の両方に使用されてもよい。
【００４０】
　変異型ａ）では、第一段階で得られた初期アルコキシル化ポリアルキレンイミンの水溶
液を、触媒を添加した後で、先ず脱水する。これは、８０～１５０℃まで加熱して、０．
００１ＭＰａ（０．０１ｂａｒ）～０．０５ＭＰａ（０．５ｂａｒ）までの減圧下で水を
留去することにより簡単な方法で行うことができる。アルキレンオキシドとの後続の反応
は、典型的に、７０～２００℃、好ましくは１００～１８０℃において１ＭＰａ（１０ｂ
ａｒ）まで、特に０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）までの圧力で達成され、いずれの場合にも、
約１００～１６０℃まで及び一定圧力において約０．５～４時間までの連続した攪拌時間
が次に続く。
【００４１】
　変異型ｂ）に関する好適な反応媒体は、特に非極性及び極性の非プロトン性有機溶媒で
ある。特に好適な非極性の非プロトン性溶媒類の例としては、ヘキサン、シクロヘキサン
、トルエン、及びキシレンなどの脂肪族及び芳香族炭化水素類が挙げられる。特に好適な
極性の非プロトン性溶媒類の例は、エーテル類、特にテトラヒドロフラン及びジオキサン
などの環状エーテル類、ジメチルホルムアミド及びジメチルアセトアミドなどのＮ，Ｎ－
ジアルキルアミド類、並びにＮ－メチルピロリドンなどのＮ－アルキルラクタム類である
。当然、これら非プロトン性溶媒類の混合物を使用することも可能である。好ましい溶媒
類は、キシレン及びトルエンである。
【００４２】
　変異型ｂ）でも、第一段階で得られた溶液は、触媒及び溶媒を添加した後、先ずは脱水
される。これは、１２０～１８０℃の温度で水を分離することにより有利に行われ、好ま
しくは穏やかな窒素流を供給する。アルキレンオキシドとの後続反応は、変異型ａ）と同
様に達成されてよい。
【００４３】
　変異型ａ）では、アルコキシル化ポリアルキレンイミンが本質的に直接得られ、また所
望により、水溶液に転化されてよい。変異型ｂ）では、有機溶媒は典型的に除去されて水
に置き換えられる。生成物もまた、当然、本質的に単離されてもよい。
【００４４】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、蒸留水中１重量％溶液の場合、一
般に≦７０℃、好ましくは≦６５℃の曇点を有する。曇点は、より好ましくは２５～５５
℃までの範囲である。
【００４５】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、洗濯洗剤類及び洗浄組成物類用の
汚れ放出促進添加物として非常に適している。これらは、特に油汚れの場合に高い溶解力
を発現する。これらは、低い洗浄温度でも汚れ放出力を示すことが特に有利である。
【００４６】
　同様の本発明の洗濯洗剤類及び洗浄組成物類は、一般に、特に組成物全体を基準として
０．０５～１０重量％、好ましくは０．１～５重量％、そしてより好ましくは０．２５～
２．５重量％の本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類を含む。
【００４７】
　加えて、洗濯洗剤類及び洗浄組成物類は、一般に、界面活性剤類を含み、適切な場合は
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、更に洗浄物質としてのポリマー類、ビルダー類、及び更に慣習的な成分、例えば補助ビ
ルダー類、錯化剤類、漂白剤類、標準化剤類、灰色化抑制剤類、移染防止剤類、酵素類、
及び香料類も含む。
【００４８】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類は、Ｃ１０～Ｃ１５アルキルベンゼン
スルホネート類（ＬＡＳ）、及び非イオン性、カチオン性、アニオン性、又はこれらの混
合物から選択される１つ以上の補助界面活性剤類から構成される界面活性剤系を含む洗濯
洗剤類又は洗浄組成物類に利用されてよい。補助界面活性剤の選択は、所望の利益に左右
され得る。一実施形態において、補助界面活性剤は、非イオン性界面活性剤、好ましくは
Ｃ１２‐Ｃ１８アルキルエトキシラート類として選択される。他の実施形態において、補
助界面活性剤は、アニオン性界面活性剤、好ましくはＣ１０～Ｃ１８アルキルアルコキシ
スルフェート（ＡＥｘＳ）（式中、ｘは１～３０である）として選択される。別の実施形
態において、補助界面活性剤は、カチオン性界面活性剤、好ましくはジメチルヒドロキシ
エチルラウリルアンモニウムクロリドとして選択される。界面活性剤系がＣ１０～Ｃ１５

アルキルベンゼンスルホネート類（ＬＡＳ）を含む場合、ＬＡＳは、組成物の約９重量％
～約２５重量％、又は約１３重量％～約２５重量％、又は約１５重量％～約２３重量％ま
での範囲の濃度で使用される。
【００４９】
　界面活性剤系は、組成物の０重量％～約７重量％、又は約０．１重量％～約５重量％、
又は約１重量％～約４重量％の、非イオン性補助界面活性剤、カチオン性補助界面活性剤
、アニオン性補助界面活性剤、及びこれらのあらゆる混合物から選択される補助界面活性
剤を含んでいてよい。
【００５０】
　非イオン性補助界面活性剤類の非限定例としては、シェル（Shell）からのネオドール
（NEODOL）（登録商標）非イオン性界面活性剤類等のＣ１２～Ｃ１８アルキルエトキシラ
ート類；Ｃ６～Ｃ１２アルキルフェノールアルコキシラート類（式中、アルコキシラート
単位は、エチレンオキシ単位とプロピレンオキシ単位の混合物である）；バスフ（BASF）
からのプルロニック（PLURONIC）（登録商標）等のエチレンオキシド／プロピレンオキシ
ドブロックアルキルポリアミンエトキシラート類とのＣ１２～Ｃ１８アルコール及びＣ６

～Ｃ１２アルキルフェノール縮合体類；米国特許第６，１５０，３２２号に記載されてい
るようなＣ１４～Ｃ２２中鎖分枝状アルコール、ＢＡ；米国特許第６，１５３，５７７号
、米国特許第６，０２０，３０３号及び米国特許第６，０９３，８５６号に記載されてい
るようなＣ１４～Ｃ２２中鎖分枝状アルキルアルコキシラート類、ＢＡＥｘ（式中、ｘは
１～３０である）；米国特許第４，５６５，６４７号（レナド（Llenado）１９８６年１
月２６日発行）に記載されているようなアルキル多糖類；具体的には米国特許第４，４８
３，７８０号及び米国特許第４，４８３，７７９号に記載されているようなアルキルポリ
グリコシド類；米国特許第５，３３２，５２８号に記載されているようなポリヒドロキシ
脂肪酸アミド類；並びに米国特許第６，４８２，９９４号及びＰＣＴ国際公開特許ＷＯ０
１／４２４０８に記載されているようなエーテル末端保護されたポリ（オキシアルキル化
）アルコール界面活性剤類が挙げられる。
【００５１】
　半極性非イオン性補助界面活性剤類の非限定例としては、炭素原子数約１０～約１８の
１つのアルキル部分と、約１～約３個の炭素原子を含有するアルキル部分及びヒドロキシ
アルキル部分から成る群より選択される２つの部分とを含有する水溶性アミンオキシド類
；炭素原子数約１０～約１８の１つのアルキル部分と、約１～約３個の炭素原子を含有す
るアルキル部分及びヒドロキシアルキル部分から成る群より選択される２つの部分とを含
有する水溶性ホスフィンオキシド類；並びに炭素原子数約１０～約１８の１つのアルキル
部分と、約１～約３個の炭素原子を含有するアルキル部分及びヒドロキシアルキル部分か
ら成る群より選択される１つの部分とを含有する水溶性スルホキシド類が挙げられる。Ｐ
ＣＴ国際公開特許ＷＯ０１／３２８１６、米国特許第４，６８１，７０４号及び米国特許
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第４，１３３，７７９号を参照のこと。
【００５２】
　カチオン性補助界面活性剤類の非限定例には、２６個までの炭素原子を有することがで
きる四級アンモニウム界面活性剤類が包含され、米国特許第６，１３６，７６９号に記載
されているようなアルコキシラート四級アンモニウム（ＡＱＡ）界面活性剤類；米国特許
第６，００４，９２２号に記載されているようなジメチルヒドロキシエチル四級アンモニ
ウム；ジメチルヒドロキシエチルラウリルアンモニウムクロリド；ＰＣＴ国際公開特許Ｗ
Ｏ９８／３５００２、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９８／３５００３、ＰＣＴ国際公開特許Ｗ
Ｏ９８／３５００４、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９８／３５００５、及びＰＣＴ国際公開特
許ＷＯ９８／３５００６に記載されているようなポリアミンカチオン性界面活性剤類；米
国特許第４，２２８，０４２号、米国特許第４，２３９，６６０号、米国特許第４，２６
０，５２９号、及び米国特許第６，０２２，８４４号に記載されているようなカチオン性
エステル界面活性剤類；並びに米国特許第６，２２１，８２５号及びＰＣＴ国際公開特許
ＷＯ　００／４７７０８に記載されているようなアミノ界面活性剤類、具体的にはアミド
プロピルジメチルアミン（ＡＰＡ）が挙げられる。
【００５３】
　本明細書で有用なアニオン性補助界面活性剤類の非限定例としては、Ｃ１０～Ｃ２０第
一級の分枝鎖及びランダムアルキルスルフェート類（ＡＳ）；Ｃ１０～Ｃ１８第二級（２
，３）アルキルスルフェート類；Ｃ１０～Ｃ１８アルキルアルコキシスルフェート類（Ａ
ＥｘＳ）（式中、ｘは１～３０である）；１～５個のエトキシ単位を含むＣ１０～Ｃ１８

アルキルアルコキシカルボキシレート類；米国特許第６，０２０，３０３号及び米国特許
第６，０６０，４４３号に記載されているような中鎖分枝状アルキルスルフェート類；米
国特許第６，００８，１８１号及び米国特許第６，０２０，３０３号に記載されているよ
うな中鎖分枝状アルキルアルコキシスルフェート類；ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／０５
２４３、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／０５２４２及びＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／０
５２４４に記載されているような変性アルキルベンゼンスルホネート（ＭＬＡＳ）；メチ
ルエステルスルホネート（ＭＥＳ）；並びにα－オレフム（alpha-olefm）スルホネート
（ＡＯＳ）が挙げられる。
【００５４】
　本発明は、本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類と、Ｃ８～Ｃ１８直鎖アル
キルスルホネート界面活性剤及び補助界面活性剤を含む界面活性剤系とを含む組成物に関
する。前記組成物は、任意の形態、すなわち液体；粉末、顆粒、粒塊、ペースト、錠剤、
小袋、棒、ジェル等の固体；エマルション；二区画容器類に入った種類；飛沫又は泡状洗
剤；予め湿らせた拭取り布類（すなわち、米国特許第６，１２１，１６５号（マッケイ（
Mackey）ら）に記載されているもののような、不織布材と組み合わせた洗浄組成物）；消
費者により水で活性化される乾燥拭取り布類（すなわち、米国特許第５，９８０，９３１
号（ファウラー（Fowler）ら）に記載されているもののような、不織布材と組み合わせた
洗浄組成物）；及び他の均質な又は多相の消費者洗浄製品の形態であり得る。
【００５５】
　一実施形態では、本発明の洗浄組成物は、液体又は固体の洗濯洗剤組成物である。別の
実施形態では、本発明の洗浄組成物は、硬質表面洗浄組成物、好ましくは硬質表面洗浄組
成物が不織布基材に含浸しているものである。本明細書で使用するとき、「含浸」とは、
不織布基材の少なくとも一部分に硬質表面洗浄組成物が染み込むように、好ましくは硬質
表面洗浄組成物が不織布基材に十分に染み渡るように、硬質表面洗浄組成物が不織布基材
と接触して置かれることを意味する。洗浄組成物はまた、広葉樹材、タイル、セラミック
、プラスチック、革、金属、ガラスなど、様々な表面を洗浄するための、カーケア組成物
に利用されてもよい。又、この洗浄組成物は、シャンプー組成物、ボディソープ、液体又
は固体石鹸、及び界面活性剤が自由な硬度と遭遇する他の洗浄組成物のようなパーソナル
ケア及びペットケア組成物、並びに石油掘削組成物類のように、硬度耐性のある界面活性
剤系を必要とするすべての組成物に使用されるように設計することができる。
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【００５６】
　別の実施形態では、洗浄組成物は、液体食器手洗い組成物類、固体自動食器洗い組成物
類、液体自動食器洗い組成物類、及びタブ（tab）／一回用量（unit does）型の自動食器
洗い組成物などの食器洗浄組成物である。
【００５７】
　実に典型的には、本明細書中の洗浄組成物類、例えば、洗濯洗剤類、洗濯洗剤添加物類
、硬質表面クリーナー類、合成及び石鹸ベースの洗濯バー類、柔軟仕上げ剤類及び布地処
理液類、あらゆる種類の固体類及び処理物品類は、いくつかの補助剤を必要とするが、漂
白添加剤類のようにある種の単純に配合された製品類は、例えば、酸素漂白剤と、本明細
書中に記載されるような界面活性剤のみを必要とする場合がある。適した洗濯又は洗浄補
助剤物質の包括的なリストは、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／０５２４２に見出すことが
できる。
【００５８】
　通常の洗浄補助剤類としては、ビルダー類、酵素類、上述されていないポリマー類、漂
白剤類、漂白活性化剤類、触媒物質類等が挙げられ、本明細書に既に定義された物質を除
く。本明細書における他の洗浄補助剤類としては、起泡促進剤類、抑泡剤類（消泡剤類）
など、様々な活性成分類若しくは特殊な物質類、例えば、前述したもの以外の分散性ポリ
マー類（例えば、ＢＡＳＦ社（BASF Corp.）若しくはローム・アンド・ハース（Rohm & H
aas）製）、カラースペックル類（color speckles）、シルバーケア（silvercare）、変
色防止剤及び／又はさび止め剤、染料類、フィラー類、殺菌剤類、アルカリ源類、ヒドロ
トロープ類、酸化防止剤類、酵素安定化剤類、プロ香料類、香料類、可溶化剤類、キャリ
ア類、加工助剤類、顔料類が挙げられ、並びに液体製剤の場合は、溶媒類、キレート剤類
、移染防止剤類、分散剤類、増白剤類、抑泡剤類、染料類、構造弾性化剤類（structure 
elasticizing agents）、柔軟仕上げ剤類、磨耗防止剤類、ヒドロトロープ類、加工助剤
類、並びに他の布地ケア剤類、表面及び皮膚ケア剤を挙げることができる。このような他
の洗浄補助剤類の好適な例及び使用濃度は、米国特許第５，５７６，２８２号、米国特許
第６，３０６，８１２Ｂ１号、及び米国特許第６，３２６，３４８Ｂ１号に見出される。
【００５９】
　使用方法
　本発明は、対象とする表面を洗浄する方法を包含する。本明細書で使用するとき、「対
象とする表面」には、布地、食器、ガラス、及びその他の調理用表面類、硬質表面類、毛
髪又は皮膚等のような表面が包含されてよい。本明細書で使用するとき、「硬質表面」と
しては、広葉樹、タイル、セラミック、プラスチック、皮革、金属、ガラス等の典型的な
家庭で見られる硬質表面が挙げられる。かかる方法には、変性ポリオール化合物を含む組
成物をストレートの（neat）形態で又は洗浄溶液で希釈して、対象とする表面の少なくと
も一部と接触させた後、任意に、対象とする表面を濯ぐ工程が包含される。好ましくは、
対象とする表面は、前述の任意の濯ぎ工程の前に洗浄工程に付される。本発明の目的上、
洗浄には、擦ること、拭くこと及び機械的攪拌が包含されるが、これらに限定されない。
【００６０】
　当業者には自明であるように、本発明の洗浄組成物類は、理想的には、ホームケア（硬
質表面洗浄組成物類）、パーソナルケア、及び／又は洗濯用途で使用するのに適している
。
【００６１】
　組成物溶液のｐＨは、ｐＨ約５～約１１の広い範囲にわたって洗浄される対象表面に対
して最も好意的となるように選択される。皮膚及び毛髪洗浄のようなパーソナルケアの場
合、そのような組成物のｐＨは、好ましくはｐＨ約５～約８であり、洗濯洗浄組成物類の
場合、ｐＨ約８～約１０である。組成物類は、好ましくは、溶液中で約２００ｐｐｍ～約
１０，０００ｐｐｍの濃度で用いられる。水温は、好ましくは約５℃～約１００℃までの
範囲である。
【００６２】
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　洗濯洗浄（laundry cleaning）組成物類で使用される場合、組成物類は、好ましくは、
溶液（又は洗浄液）中で約２００ｐｐｍ～約１００００ｐｐｍの濃度で用いられる。水温
は好ましくは約５℃～約６０℃までの範囲である。水対布地の比率は、好ましくは、約１
：１～約２０：１である。
【００６３】
　前記方法には、含浸される不織布基材を、本発明の組成物のある実施形態と接触させる
工程が包含されていてよい。本明細書で使用するとき、「不織布基材」は、適した坪量、
キャリパー（厚さ）、吸収力及び強度特性を有するあらゆる従来の方法で作られた不織布
シート又はウェブを含むことができる。好適な市販の不織布基材の例としては、デュポン
（DuPont）より商標名ソンタラ（SONT ARA）（登録商標）として販売されているもの、及
びジェームス・リバー社（James River Corp.）より商標名ポリウェブ（POLYWEB）（登録
商標）として販売されるものが挙げられる。
【００６４】
　当業者には自明であるように、本発明の洗浄組成物類は、理想的には、液体食器洗浄組
成物類での使用に適している。本発明の液体食器組成物（liquid dish composition）を
使用する方法には、汚れた皿類を有効量、典型的には（処理される皿２５枚につき）約０
．５ｍＬ～約２０ｍＬの、水で希釈した本発明の液体食器洗浄組成物と接触させる工程が
含まれる。
【実施例】
【００６５】
　本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類の調製
　（実施例１）
　初期エトキシル化
　２ｌのオートクレーブ内で、ポリエチレンイミン５０００（平均分子量Ｍｗ５０００）
の５０重量％水溶液９００ｇを８０℃まで加熱し、０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）の圧力とな
るまで窒素で３回パージした。温度を９０℃まで上げた後、エチレンオキシド４６１ｇを
０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）となるまで計量して入れた。この混合物を９０℃において０．
５ＭＰａ（５ｂａｒ）の一定圧力下で更に１時間攪拌した。揮発性留分を窒素と共に抜い
て除去した。
【００６６】
　ＮＨ結合１モルにつき１モルのエチレンオキシドを含有するポリエチレンイミン５００
０の６８重量％水溶液１３４５ｇが得られた。
【００６７】
　ａ）本質的なエトキシル化及びプロポキシル化
　２ｌのオートクレーブ内で、初期エトキシル化で得られた水溶液１６３ｇと４０重量％
水酸化カリウム水溶液１３．９ｇとの混合物を７０℃まで加熱した。０．５ＭＰａ（５ｂ
ａｒ）の圧力となるまで窒素で３回パージした後、この混合物を１２０℃及び０．００１
ＭＰａ（１０ｍｂａｒ）の減圧下において４時間脱水した。次いで、エチレンオキシド５
０６ｇを１２０℃で０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）の圧力となるまで計量して入れた。混合物
を１２０℃及び０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）において４時間攪拌した。分解及び窒素パージ
の後で、プロピレンオキシド５１９ｇを１２０℃で０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）の圧力とな
るまで計量して入れた。混合物を、１２０℃及び０．８Ｍｐａ（８ｂａｒ）において更に
４時間再度攪拌した。揮発性留分を窒素と共に抜いて除去した。
【００６８】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド１０モル及びプロピレンオキシド７モルを含有
するポリエチレンイミン５０００　１１７８ｇが、淡褐色の粘稠液の形態で得られた（ア
ミン滴定量：０．９２７６ミリモル／ｇ；１重量％水溶液のｐＨ：１０．６７）。
【００６９】
　ｂ）キシレン中でのエトキシル化及びプロポキシル化
　２ｌのオートクレーブ内で、初期エトキシル化で得られた水溶液１３７ｇと、４０重量
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％水酸化カリウム水溶液１１．８ｇと、キシレン３００ｇとの混合物を０．５ＭＰａ（５
ｂａｒ）の圧力となるまで窒素で３回パージした。ジャケット温度１７５℃において、存
在する水を、穏やかな窒素流を供給した水分離器を用いて４時間で分離した。次いで、エ
チレンオキシド４２８ｇを１２０℃で０．３ＭＰａ（３ｂａｒ）の圧力となるまで計量し
て入れた。この混合物を１２０℃において０．３ＭＰａ（３ｂａｒ）の一定圧力下で更に
２時間攪拌した。その後、プロピレンオキシド４３９ｇを１２０℃において０．３ＭＰａ
（３ｂａｒ）の圧力となるまで計量して入れた。混合物を１２０℃及び０．３ＭＰａ（３
ｂａｒ）において更に３時間攪拌した。溶媒を０．００１ＭＰａ（１０ｍｂａｒ）の減圧
下で除去した後、アルコキシル化生成物を０．４ＭＰａ（４ｂａｒ）の流れと共に１２０
℃において３時間で抜き取った。
【００７０】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド１０モル及びプロピレンオキシド７モルを含有
するポリエチレンイミン５０００　９５６ｇが、淡褐色の粘稠液の形態で得られた（アミ
ン滴定量：０．９６７２ミリモル／ｇ；１重量％水溶液のｐＨ：１０．６９）。
【００７１】
　（実施例２）
　２ｌのオートクレーブ内で、実施例１と同様に初期エトキシル化で得られたポリエチレ
ンイミン５０００（ＮＨ結合１モルにつき１モルのエチレンオキシド）の６９．２重量％
水溶液３２１ｇと、４０重量％水酸化カリウム水溶液２８ｇとの混合物を８０℃まで加熱
した。０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）の圧力となるまで窒素で３回パージした後、混合物を１
２０℃において０．００１ＭＰａ（１０ｍｂａｒ）の真空で３時間脱水した。次いで、エ
チレンオキシド１０２０ｇを１２０℃で０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）の圧力となるまで計量
して入れた。その後、混合物を１２０℃及び０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）において更に４時
間攪拌した。揮発性留分を窒素と共に抜いて除去した。
【００７２】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド９．９モルを含有するポリエチレンイミン５０
００　１２４０ｇが、褐色の粘稠溶液の形態で得られた（アミン滴定量：１．７７６３ミ
リモル／ｇ；１重量％水溶液のｐＨ：１１．３）。
【００７３】
　その後、エトキシル化生成物２３９ｇを、０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）の圧力となるまで
窒素で３回パージした後、プロピレンオキシド約８７ｇ（測定精度＋／－１５ｇ）と０．
８ＭＰａ（８ｂａｒ）の圧力となるまで１２０℃で反応させた。次いで、混合物を１２０
℃及び０．８ＭＰａ（８ｂａｒ）において４時間攪拌した。揮発性留分を窒素と共に抜く
か又は０．０５ＭＰａ（５００ｍｂａｒ）の弱い真空によって８０℃で除去した。
【００７４】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド９．９モル及びプロピレンオキシド３．５モル
を含有するポリエチレンイミン５０００　３４０ｇが、淡褐色の粘稠液の形態で得られた
（アミン滴定量：１．２１９９ミリモル／ｇ；１重量％水溶液のｐＨ：１１．０５）。
【００７５】
　（実施例３）
　初期エトキシル化
　２ｌのオートクレーブ内で、ポリエチレンイミン６００（平均分子量Ｍｗ６００）５１
６ｇと水１０．３ｇの混合物を、０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）の圧力となるまで窒素を３回
流して、９０℃まで加熱した。次いで、エチレンオキシド５２８ｇを９０℃で計量して入
れた。この混合物を９０℃において０．５ＭＰａ（５ｂａｒ）の一定圧力下で更に１時間
攪拌した。揮発性留分（特に、水）を窒素と共に抜いて除去した。
【００７６】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド１モルを含有するポリエチレンイミン６００　
１０４０ｇが、褐色液の形態で得られた。
【００７７】
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　本質的なエトキシル化及びプロポキシル化
　２ｌのオートクレーブ内で、初期エトキシル化ポリエチレンイミン６００　８６ｇと４
０重量％水酸化カリウム水溶液１０．８ｇの混合物を８０℃まで加熱した。０．５ＭＰａ
（５ｂａｒ）の圧力となるまで窒素で３回パージした後、混合物を１２０℃及び０．００
１ＭＰａ（１０ｍｂａｒ）の真空において２．５時間脱水した。窒素を加えて真空を破っ
た後、エチレンオキシド３８４ｇを１２０℃で計量して入れた。混合物を１２０℃で更に
２時間攪拌した。分解及び窒素パージの後で、プロピレンオキシド３９３ｇを１２０℃で
計量して入れた。混合物を１２０℃において更に２時間再度攪拌した。揮発性留分を窒素
と共に抜いて除去した。
【００７８】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド１０モル及びプロピレンオキシド７モルを含有
するポリエチレンイミン６００　８６５ｇが、淡褐色の粘稠液の形態で得られた（アミン
滴定量：１．０１３７ミリモル／ｇ；１重量％水溶液のｐＨ：１１．１５）。
【００７９】
　（実施例４）
　ジメチルスルフェート７．３ｇを、実施例１ｂ）で得られたアルコキシル化ポリエチレ
ンイミン５０００　３００ｇに滴下して、窒素下、６０℃で攪拌した。この過程で、温度
が７０℃まで上がった。混合物を７０℃で更に３時間攪拌した後、混合物を室温まで冷却
させた。
【００８０】
　ＮＨ結合１モルにつきエチレンオキシド１０モル及びプロピレンオキシド７モルを含有
し、かつ４級化度が２２％であるポリエチレンイミン５０００　３０７ｇが、褐色の粘稠
液の形態で得られた（アミン滴定量：０．７５１４ミリモル／ｇ）。
【００８１】
　組成物の配合
　（実施例５）
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【表１】

　１アルコキシル化ポリアルキレンイミンポリマー、又は実施例１、２、３又は４のいず
れかに記載のポリマー類の任意の混合物。
【００８２】
　（実施例６）
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【表２】

　１アルコキシル化ポリアルキレンイミンポリマー、又は実施例１、２、３又は４のいず
れかに記載のポリマー類の任意の混合物。
　２ジエチレントリアミン五酢酸、ナトリウム塩
　３ジエチレントリアミンペンタキスメチレンホスホン酸（diethylenetriaminepentakis
methylenephosphonic acid）、ナトリウム塩
　４エチレンジアミン四酢酸、ナトリウム塩
　５アキュソル（Acusol）ＯＰ　３０１
【００８３】
　（実施例７）
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【表３】

　１アルコキシル化ポリアルキレンイミンポリマー、又は実施例１、２、３又は４のいず
れかに記載のポリマー類の任意の混合物。
　２非イオン性は、９個のエトキシ基を含有するＣ１１アルキルエトキシ化界面活性剤の
いずれかであってもよい。
　３１，３ＢＡＣは、１，３－ビス（メチルアミン）－シクロヘキサンである。
　４（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）エチルメタクリレートホモポリマー
【００８４】
　（実施例８）
【表４】

　１アルコキシル化ポリアルキレンイミンポリマー、又は実施例１、２、３又は４のいず
れかに記載のポリマー類の任意の混合物。
　２例えば、ローム・アンド・ハース（Rohm & Haas）から入手可能なアキュソル（ACUSO
L）（登録商標）４４５Ｎ又はアルコ（Alco）から入手可能なアルコスパース（ALCOSPERS
E）（登録商標）。
　３例えば、オリオン社（Olin Corporation）製ＳＬＦ－１８ポリタージェント（SLF- 1
8 POLY TERGENT）。
【００８５】
　（実施例９）－洗濯における本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類の利用
　汚れ放出性能を試験するために、アルコキシル化ポリアルキレンイミン類を３連続の実
験において洗浄液に、表１に挙げる界面活性剤類及びビルダーと合わせて洗濯洗剤類モデ
ルとして、又は市販の洗濯洗剤と合わせて添加した。次に、表２に挙げる検査布を表３ａ
、４ａ及び５ａに挙げる洗浄条件下で洗浄した。
【００８６】
　検査布からの汚れ放出は、洗浄前後のこれら検査布の４６０ｎｍでの反射率を測定する
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ことにより求めた。汚れ除去は、洗浄前後の反射率Ｒと、白色の対照木綿布地の反射率と
から次の式により計算した（％）：
【数１】

【００８７】
　洗浄はいずれも２回行った。表３ｂ、４ｂ及び５ｂの洗浄結果において報告する汚れ除
去値は、同じ条件下で得られた測定値の平均に相当する。ポリマーを添加せずに得られた
値をそれぞれ、比較のために報告した。
【００８８】
　使用した量はいずれも、１００％活性物質に基づいている。

【表５】

【表６】

【表７】
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【表８】

【表９】

【表１０】

【表１１】

【表１２】

【００８９】
　洗浄試験の結果は、本発明のアルコキシル化ポリアルキレンイミン類を添加することで
、木綿布地からの脂肪及び油ジミに関する汚れ放出が著しく向上することを示している。
【００９０】
　特に記載のない限り、構成成分又は組成物の濃度は全て、前記構成成分又は組成物の活
性濃度に関するものであり、市販の供給源類に存在し得る不純物類、例えば残留溶媒類又
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【００９１】
　百分率及び比率は全て、特に指示がない限り、重量で計算される。百分率及び比率は全
て、特に指示がない限り、組成物全体を基準にして計算される。
【００９２】
　本明細書を通じて与えられるあらゆる最大数値限定は、それよりも小さいあらゆる数値
限定を、あたかもこうしたより小さい数値限定が本明細書に明確に書かれているかのよう
に包含すると理解されるべきである。本明細書全体を通じて記載されるあらゆる最小数値
限定は、それよりも大きいあらゆる数値限定を、あたかもこうしたより大きい数値限定が
本明細書に明確に記載されているかのように包含する。本明細書全体を通じて記載される
あらゆる数値範囲は、こうしたより広い数値範囲内に入る、それよりも狭いあらゆる数値
範囲を、あたかもこうしたより狭い数値範囲がすべて本明細書に明確に記載されているか
のように包含する。
【００９３】
　「発明を実施するための最良の形態」において引用されるすべての文献は、その関連部
分において本明細書に参照として組み込まれるが、いずれの文献の引用も、それが本発明
に対する先行技術であることを認めるものと解釈されるべきではない。
【００９４】
　本発明の特定の実施形態を例示し記載してきたが、本発明の精神及び範囲から逸脱する
ことなく、他の様々な変更及び修正を実施できることが、当業者には明白であろう。従っ
て、本発明の範囲内にあるそのようなすべての変更及び修正を、添付の特許請求の範囲で
扱うものとする。
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